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平成 27 年３月 31 日 

各   位 

東 京 都 港 区 港 南 三 丁 目 ５ 番 1 4 号

ヒ ビ ノ 株 式 会 社

代表取締役社長 日 比 野 晃 久

 （コード番号：２４６９）

問い合わせ先： ヒビノ GMC 経営企画本部長

 大 関  靖

電 話 番 号 ： ０３－３７４０－４３９１
 
 

日東紡音響エンジニアリング株式会社の株式の取得（完全子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年３月 31 日開催の取締役会において、日東紡音響エンジニアリング株式会社（以

下、日東紡音響エンジニアリング社）の全株式を取得し子会社化することを決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 

１．株式取得の理由 

当社グループは、音と映像を機軸としたプロ用 AV&IT のトータル・ソリューション企業として、

「音」と「映像」、「販売」と「サービス」に関する事業をマトリックス展開しております。音響機

器販売事業は、世界中から選りすぐったプロ用音響機器の輸入販売及びシステム提案を行っており、

放送局やスタジオ、ホールや映画館、ライブハウス等にお客様のニーズに合った理想的な音響シス

テムを提供しております。 

また、多角化による収益の多様化と事業間シナジーの創出を目指す「ハニカム型経営」の実現に

向け、既存事業を強化しつつ、新製品開発、グローバル展開及び新規事業開拓のための戦略投資を

積極的に推進しております。 

その方針のもと、このたび子会社化する日東紡音響エンジニアリング社は、60 有余年に及ぶ防

音・防振に関する音響技術をコアとして、建築音響※工事の設計・請負事業を主力に、音に関連す

るコンサルティング及びシステム構築事業を手掛けています。特に大手ゼネコン各社からの信頼は

厚く、放送局やポストプロダクション、レコーディングスタジオ、劇場・ホールの音響内装工事の

ほか、自動車、電機、空港など幅広い領域で実績を重ね、建築音響分野において国内トップクラス

の知名度とシェアを誇っています。 

同社が培ってきた技術・営業基盤は、当社グループの音響関連ビジネスとの親和性が高く、当社

グループに迎えることにより、両社が持つ強みを相互に活用でき、より価値の高い総合的なソリュ

ーションをお客様に提供できる企業グループへの進化を実現できるものと判断いたしました。 

具体的には、これまでの音響機器販売に加え、建築設計段階からの関与が可能となることで、音響

に関する内装設計から、施工、システム販売までをグループ内において一気通貫で行える体制が確立

され、受注機会の拡大、商品の販売拡大が見込まれます。さらに両社の技術協力及びリソースの共有

により、一層の相乗効果を引き出し、新製品開発や新規事業展開の可能性を検討していく方針です。 

当社グループは、今後とも営業力ならびに収益基盤を一層強化していくことで、連結業績の向上

に努め、企業価値最大化を目指してまいります。 
 

※建築音響：騒音に対する遮音、吸音及び建築空間の音響設計 
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２．異動の方法 

当社は、日東紡音響エンジニアリング社の発行済株式 30,000 株の全株式を、日東紡績株式会

社より取得いたします。これにより、日東紡音響エンジニアリング社は、当社の連結子会社とな

ります。 

 

３．異動する子会社（日東紡音響エンジニアリング社）の概要（平成 27 年３月 31 日現在） 

（１）商 号  日東紡音響エンジニアリング株式会社 

（２）本 店 所 在 地  
東京都墨田区緑１丁目 21 番 10 号 

BR 両国２ビル 

（３）代表者の役職・氏名  代表取締役社長  静永 秀宏 

（４）事 業 内 容  
・建築音響工事の設計・監理及び請負 

・音響設備・システムの製作販売、運営管理 

（５）資 本 金 の 額  30 百万円 

（６）設 立 年 月 日  昭和 49 年４月 17 日 

（７）大株主及び持株比率  日東紡績株式会社（100％） 

（８）
上場会社と当該会社

と の 関 係 等 

 資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき資本関係はありません。 

 人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき人的関係はありません。 

 取 引 関 係 当社及び当社の関係会社は、当該会社に対し商品

の販売を行っております。また当社は、当該会社

に対し工事及びコンサルティングの発注を行って

おります。その他の特筆すべき取引関係はありま

せん。 

 関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。また、当該会社の関係者及び関係会社は、当

社の関連当事者には該当しません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

  平成 24 年３月期 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 

純 資 産  953 百万円 967 百万円 800 百万円

総 資 産  2,545 百万円 2,182 百万円 2,061 百万円

１ 株 当 た り 純 資 産  31,773 円 94 銭 32,243 円 63 銭 26,668 円 65 銭

売 上 高  5,182 百万円 3,665 百万円 3,604 百万円

営 業 利 益  329 百万円 119 百万円 176 百万円

経 常 利 益  323 百万円 116 百万円 173 百万円

当 期 純 利 益  164 百万円 71 百万円 107 百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益  5,495 円 78 銭 2,391 円 87 銭 3,594 円 03 銭

１ 株 当 た り 配 当 金  1,923 円 00 銭 9,170 円 33 銭 9,590 円 33 銭
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４．株式取得の相手先（日東紡績株式会社）の概要（平成 26 年９月 30 日現在） 

（１）商 号  日東紡績株式会社 

（２）本 店 所 在 地  福島県福島市郷野目字東１番地 

（３）代表者の役職・氏名  取締役兼代表執行役  白鳥 克忠 

（４）事 業 内 容  

・各種繊維、繊維工業品の製造・加工及び販売 

・ロックウール製品ならびに各種建築材料の製造・加工及び販売

・グラスファイバー製品の製造・加工及び販売 

・各種化学工業製品、医薬品の製造、加工及び販売 

・清涼飲料水の製造及び販売 

・各種工事の設計・監理及び請負 

・各種機器、装置の設計・製造及び販売 

・不動産、施設の売買・賃貸及び運営管理 ほか 

（５）資 本 金 の 額  19,699 百万円 

（６）設 立 年 月 日  大正 12 年４月１日 

（７）純 資 産  66,364 百万円（連結） 

（８）総 資 産  139,874 百万円（連結） 

（９）大株主及び持株比率  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本生命保険相互会社 

住友ベークライト株式会社 

第一生命保険株式会社 

株式会社 TSI ホールディングス 

常和ホールディングス株式会社 

住友生命保険相互会社 

株式会社みずほ銀行 

株式会社東邦銀行 

8.93％

5.63％

3.26％

2.83％

2.66％

2.51％

2.25％

2.19％

2.02％

1.83％

（10）
上場会社と当該会社

と の 関 係 等 

 資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき資本関係はありません。 

 人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき人的関係はありません。 

 取 引 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき取引関係はありません。 

 関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。また、当該会社の関係者及び関係会社は、当

社の関連当事者には該当しません。 
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５．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数  0 株（所有割合 0％）（議決権の数        0 個）

（２）取 得 株 式 数  30,000 株 （議決権の数 30,000 個）

（３）異動後の所有株式数  30,000 株（所有割合 100.0％）（議決権の数 30,000 個）

（４）取 得 価 額 

 日東紡音響エンジニアリング株式会社の普通株式 

アドバイザリー費用等（概算額） 

合計（概算額） 

800 百万円

7百万円

807 百万円

取得価額につきましては、独立した第三者が算定した評価額を

もとに、株式取得の相手先と協議の上、決定しております。 

 

６．日程 

（１）取 締 役 会 決 議  平成 27 年３月 31 日 

（２）株式譲渡契約書の締結  平成 27 年３月 31 日 

（３）引 渡 期 日  平成 27 年４月 30 日（予定） 

 

７．今後の見通し 

当社の平成28年３月期決算から、日東紡音響エンジニアリング社は連結子会社となる予定です。

本件が平成27年３月期の当社連結業績に与える影響はありません。平成28年３月期の当社連結業績

に与える影響につきましては、平成27年３月期の決算発表と合わせて公表予定の平成28年３月期の

連結業績予想に織り込む予定であります。 

 

 

以  上 


